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電気通信事業者団体等

テレコムサービス協会
電気通信事業者協会
日本インターネット

プロバイダー協会

Yahoo株式会社
株式会社ディー・エヌ・エー
楽天株式会社

その他の団体

インターネット協会
デジタルコンテンツ協会
日本知的財産協会
東京都地域婦人団体連盟

著作権関係団体

コンピューター
ソフトウェア著作権協会

日本映画製作者協会
日本映画製作者連盟
日本映像ソフト協会
日本音楽著作権協会
日本放送協会
日本民間放送連盟
日本レコード協会

協議会構成員

アドバイザー・
オブザーバ

学識経験者
／弁護士
／弁理士

総務省
文化庁
特許庁

商標権関係団体等

日本商標協会
日本知的財産協会
ユニオン・デ・

ファブリカン

主な成果

「プロバイダ責任制限法 著作権関係ガイドライン」 公表

「プロバイダ責任制限法 名誉毀損・プライバシー関係ガイドライン」 公表

「プロバイダ責任制限法 名誉毀損・プライバシー関係ガイドライン」 一部改訂

「プロバイダ責任制限法 商標権関係ガイドライン」 公表

「プロバイダ責任制限法 発信者情報開示関係ガイドライン」 公表

（いずれも http://www.telesa.or.jp/consortium/provider/index.htm を参照）

プロバイダ責任制限法ガイドライン等検討協議会

２００４年１０月 ６日

２００２年 ５月２４日

２００７年 ２月２６日

２００５年 ７月２１日
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○インターネット上で著作権侵害があった場合に関し、権利者からプロバイダ等への削除要請の統一
的手順・様式、信頼性確認団体を通じた削除の申出のスキーム等について記載。

○法施行以降平成２１年１０月末までに、ＪＡＳＲＡＣから約４９万件の削除要請があり、そのほと
んどがプロバイダ等により措置されている。

○ インターネット上で名誉毀損・プライバシー侵害があった場合に関し、被害者や法務省人権擁護機
関等からプロバイダ等への削除要請の統一的手順・様式について記載。

○インターネットオークション等で商標権侵害があった場合に関し、商標権侵害の具体例、ネット
オークション事業者等への削除要請の統一的手順・様式、信頼性確認団体を通じた削除の申出のス
キーム等について記載。

○インターネット上で権利侵害があった場合に関し、被害者等からプロバイダ等への発信者情報開示
請求の統一的手順・様式及びプロバイダ等における発信者情報を開示できる場合を可能な範囲で明
確化した判断基準について記載。

名誉毀損・プライバシー関係ガイドライン（平成１４年５月）

著作権関係ガイドライン（平成１４年５月）

商標権関係ガイドライン（平成１７年７月）

発信者情報開示関係ガイドライン（平成１９年２月）

「プロバイダ責任制限法関係ガイドライン」について
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ガイドライン等検討協議会・ＷＧにおける検討状況

・毎回、ＪＡＳＲＡＣを中心に、侵害情報の対応状況について確認
・各団体から新たな関連の動き、各団体が発表した報道資料等も報告
・ファイル共有ソフトを悪用した著作権侵害対策の取り組み等も報告

信頼性確認団体： 社団法人日本音楽著作権協会 （音楽の著作物）
社団法人日本映像ソフト協会 （映画の著作物及びその販売促進等に供される美術の著作物等）
社団法人コンピュータソフトウェア著作権協会 （プログラムの著作物）
BSA Business Software Alliance,Inc. （ソフトウェア）
ビデオ倫理監視委員会 （映画の著作物及び美術の著作物）
協同組合日本映画製作者協会 （映画の著作物及びその販売促進等に供される美術の著作物等）
株式会社日本国際映画著作権協会 （映画の著作物及びその映画の著作物に付随する写真等の著作物）
社団法人日本映画製作者連盟 （映画の著作物及びその販売促進等に供せられる美術の著作物）
社団法人日本レコード協会 （レコード及び映画の著作物並びにそれらの販売促進等に供される美術の著作物及び写真の著作物）
協同組合日本シナリオ作家協会 （脚本等言語の著作物）
株式会社ジャパン・ライツ・クリアランス （音楽の著作物）

○権利者団体およびＩＳＰ関連団体から構成される著作権関係ＷＧおよび商標権関係ＷＧにおいては、
３カ月に１回の定例会合を設け、アドバイザー・オブザーバーも参加の上で、以下を実施

①ガイドライン等にもとづく運用状況の確認
②関連の情報の共有等

・毎回、ＵＤＦ（ユニオン・デ・ファブリカン）を中心に、侵害情報の対応状況について確認
・各団体から新たな関連の動き（中国のオークション事業者の状況説明）等も報告

信頼性確認団体： 一般社団法人ユニオン･デ･ファブリカン

著作権関係ＷＧ・著作権関係団体懇話会

商標権関係ＷＧ・商標権関係団体懇話会
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③公序良俗に反する情報

④青少年に有害な情報

①権利侵害情報

②その他の違法な情報

○権利侵害情報（名誉毀損、知的財産権侵
害等）の削除に関する法的責任の整理

○権利侵害情報か否かの判断を支援する行
動指針

○削除に関する法的責任の整理

契約に基づく場合は責任なし

○公序良俗に反するか否かの判断を支援する方策

「業界団体のモデル約款に公序良俗違反

の情報を例示列挙する」等により削除を支援

○プロバイダ責任制限法
○関係ガイドライン違

法
な
情
報

違
法
で
な
い
情
報

違法・有害情報への対応等に
関する契約約款モデル条項

○削除に関する法的責任の整理

責任なし

○違法か否かの判断を支援する方策

「警察等からの削除依頼に基づく削除手
続」に関する指針の策定により削除を支援

○有害か否かは受信者により異なるため、
削除に関する法的責任を一律に整理
することは困難

受信者によるフィルタリング利用を
促進するため、「プロバイダによるフィ
ルタリングサービス提供の在り方」を検討

インターネット上の違法な情報への
対応に関するガイドライン

フィルタリング普及啓発アクションプラン

総務省「インターネット上の違法・有害情報への対応に関する研究会」報告書より作成

（参考-1）通信業界における違法・有害情報対策の取り組み
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（参考-2）インターネット上の違法な情報への対応に関するガイドライン

・違法な情報に関する判断基準や、警察等の第三者機関による違法性の判断を

経て行う対応手続きなどを取りまとめ

（平成１８年１１月策定、平成２２年９月改訂）

○電子掲示板の管理者等による違法な情報への対応

１ わいせつ関連法規
２ 薬物関連法規
３ 振り込め詐欺関連法規
４ 貸金業法関連法規
５ その他の法規

○第三者機関による違法性の判断を経て行う違法な情報への対応

警察機関 又は 厚生労働省医薬食品局監視指導・麻薬対策関係機関 および
インターネット・ホットラインセンター

○書式

・警察機関からの送信防止措置依頼
・厚生労働省医薬食品局監視指導・麻薬対策関係機関からの送信防止措置依頼
・ホットラインセンターからの送信防止措置依頼

電子掲示板の管理者等
自らが違法性を判断

送信防止措置等の対応
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本モデル条項は、電子掲示板の管理者やインターネットサービスプロバイダ等が自らの提供するサービスの
内容に応じて、自らが必要とする範囲内で契約約款に採用していただくことを目的としています。

第１条 （禁止事項）
契約者は、本サービスを利用して、次の行為を行なわないものとします。

（１） 当社もしくは他者の著作権、商標権等の知的財産権を侵害する行為、または侵害するおそれのある
行為

（２） 他者の財産、プライバシーもしくは肖像権を侵害する行為、または侵害するおそれのある行為
（３） 他者を不当に差別もしくは誹謗中傷し、他者への不当な差別を助長し、またはその名誉もしくは信

用を毀損する行為
（４） 詐欺、規制薬物の濫用、児童売買春、預貯金口座及び携帯電話の違法な売買等の犯罪に結びつく、

または結びつくおそれの高い行為
（５） わいせつ、児童ポルノもしくは・・・

：
（１９）その他、公序良俗に違反し、または他者の権利を侵害すると当社が判断した行為

第２条（契約者の関係者による利用）

第３条（情報等の削除等）

第４条（利用の停止）

第５条（当社からの解約）

第６条（関連法令の遵守）

（注）「違法・有害情報への対応等に関する契約約款モデル条項の解説」も策定

（参考-3）違法・有害情報への対応等に関する契約約款モデル条項



違法・有害情報相談センターに寄せられている相談状況

○相談センターに寄せられている相談内容としては、権利侵害（名誉毀損・プライバシー侵害等）が最
も多く、全体の６割を占めている。

○相談者の内訳としては、個人以外では、プロバイダ・サイト管理者、学校関係者、法務局・人権関係
機関、消費者センターおよび企業・団体等と多岐にわたっている。

相談内容の割合 相談者の割合
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2009年8月1日～2010年11月30日

権利侵害への対応
６３％

その他26%

その他（ISP）26%

名誉棄損・信用棄損
４７％

権利侵害に
至らない

不明・その他
１９％

自殺予告対応（ISP）０％

削除対応
（ISP）
１％

法律・ガイド
ラインに関する
質問（ISP）

２％
発信者

情報開示
対応

（ISP）
２％

ユーザ間
のトラブル

5％

プロ
バイダ責任
制限法について ７％

プライバシー
侵害住所・電話番号・
メールアドレス
１２％

プライバシー侵害
写真・動画

５％

商標権侵害
５％

肖像・パブリシティー権
２％

著作権侵害
４％

プライバシー侵害
犯歴
３％

個人
５０%

弁護士
２%

ブログ・
プロフ・
掲示板・
ネットショップ
管理者

２%

公的機関・
監視会社

２%

企業・団体
１２%

プロバイダー・
サイト管理者
（ISP）

２%
学校関係者

８%

法務局・
その他人権関係機関 １１％

消費者
センター

２%
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相談センターに寄せられているプロバイダ責任制限法関連の主な相談事例

１．送信防止措置関係

２．発信者情報開示関係

相談者 相談内容

学校関係者 本校の生徒の写真等個人情報が携帯電話の出会い系サイトに掲示されている。

人権擁護機関
人権侵害の案件で、サイトの管理者とは連絡が取れているが、サイト管理者は権利侵害には該当しないとの見
解である。

企業
中国から出品したものを日本の消費者に販売できる大手オークションサイトに当社の商標権を侵害する情報が
掲載されている。

プロバイダ
当社は回線を提供する事業者で、二次ISPが管理する掲示板等に対する送信防止措置依頼を当社が受領した場
合は。

相談者 相談内容

プロバイダ
WebページのURLとタイトルを入力しサーバにタグを付け、登録しておくことでネット利用者誰でもが検索
して見れるサービスを提供。
請求者から当社のブックマークの部分を作成した者に対する発信者情報開示請求が届いた。

個人経営企業 名誉毀損があまりにひどいので、発信者情報開示請求を行ないたい。

人権擁護機関 ある特定の掲示板に何度も実名や会社名、家族について公開している者がいる。

掲示板管理者 当方の管理する掲示板において誹謗中傷書き込みを行なった者に対する発信者情報開示請求が学校から届いた。



個別の論点に関するコメント（１）

１ プロバイダ責任制限法の取り扱う範囲

○他人の権利を侵害していないが、有害な情報の取り扱いについてどのように考えるか。
→有害な情報（公序良俗に反する情報等）については判断が困難な場合があり、また社会状況等により変化すること
も考えられ、法律で規定することは馴染まないと考えている。
したがって、社会状況の変化等もふまえた上で柔軟に対応できる自主的な取り組みが適しており、参考資料（５～７
ページ）のとおり契約約款モデル条項等の取り組みでカバーすべき。

○他人の権利を侵害していないが、社会的法益を侵害する情報の取り扱いについてどのように考えるか。
→社会的法益を侵害する情報については、現状として参考資料（５～７ページ）のとおりガイドラインや契約約款モ
デル条項において対応しており、適切に運用されていると考えている。
したがって、社会状況の変化等をふまえた上で柔軟に対応できる自主的な取り組みが適しており、今後ともガイドラ
インや契約約款モデル条項等の取り組みでカバーすべき。

○違法情報を削除しなかった又は削除した場合の特定電気通信役務提供者の刑事免責についてどのように考えるか。
→逐条解説に記載のとおり、「単に違法情報が流通していることを知っただけでは、直ちに刑事上の責任を問われる
ことは考えにくい」と考えている。

２ プロバイダ責任制限法ガイドライン等

○送信防止措置により特定電気通信役務提供者の責任が制限されるかどうかについて、プロバイダ責任制限法は「権利
が不当に侵害されていると信じるに足る相当の理由」の有無によるとしているが（第３条第２項第２号）、その基準に
つき、現在どのような取り組みが行われているのか。

→当資料に記載のとおり、法律の施行当時から権利者団体およびＩＳＰ関係団体から構成されるプロバイダ責任制限
法ガイドライン等検討協議会において関係ガイドラインを策定し、関係者への周知を図りながら、ガイドラインにも
とづく取り組みを実施中。
また、Ｐ２Ｐ著作権侵害に関しては、後半で説明するファイル共有ソフトを悪用した著作権侵害対策協議会において
取り組みを展開中。

10



個別の論点に関するコメント（２）
３ 権利侵害情報の削除（第３条）関係

○削除義務が生じる場合の明確化についてどのように考えるか。
→権利侵害の実態はさまざまであり、今後とも新たなケース等も想定されるので、法律で明確化することには無理が
あると考える。したがって、ガイドラインにもとづく自主的な取り組みを推進すべき。

○個別の情報流通を知らない場合の責任についてどのように考えるか。
→アクセスプロバイダは流通する情報の一般的な監視義務は負っておらず、責任が生じることはないものと考える。
なお、一般的な監視義務を負わされても、事実上監視は不可能である。

○反復的な権利侵害行為への対策についてどのように考えるか。
→反復的な権利侵害行為への対処として、「通信の秘密」や「利用の公平」（事業法６条）等もふまえて、参考資料
（５～７ページ）でふれているとおり、契約約款の第５条に「利用者への解約」を規定し、厳格な取り組みを実施し
ている。

４ 発信者情報の開示請求（第４条）関係

○開示要件についてどのように考えるか。
→発信者情報開示請求の明白性の要件がなくなると、権利侵害に至らないケース等も開示されることとなり、表現の
自由を大幅に委縮することに繋がるので、「権利侵害が明らかである」に関する要件も必要。

○発信者情報開示請求権に関する仮処分の在り方についてどのように考えるか。
→発信者情報開示請求に関しては、権利侵害における判断の困難さ等もあり、その手続き、判断に要する時間や費用
等の観点で、権利者・ＩＳＰ双方にとって大きな負担となっている状況である。今後、運用の実態をふまえた自主的
な方策を検討することが適切と考える。

○「ノーティスアンドテイクダウン」についてどのように考えるか。
→著作権侵害のみに限定したＤＭＣＡとは異なり、幅広い権利侵害を取り扱うプロバイダ責任制限法においては無理
があると考える。日本的な取り組みとして、４ページでふれている信頼性確認団体の取り組みを推進しており、実効
的にも機能していると考えている。

○開示する発信者情報の範囲についてどのように考えるか。
→総務省令で定めている範囲は適切と考えている。

○発信者情報開示請求の主体についてどのように考えるか。
→学校におけるいじめ問題の増加にともない、誹謗・中傷された生徒が所属する学校等からの発信者情報開示請求が
起きており、開示請求の主体の範囲（例えば、未成年者の場合は親や学校の先生等）について慎重な検討が必要。 11
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ファイル共有ソフトを悪用した著作権侵害対策協議会の概要
（2010年1月29日現在）

ファイル共有ソフトを悪用した著作権侵害が大きな社会問題化していることを踏まえ、関係者が採り得る被害防止のための対策、
必要な手続きを定める

綜合セキュリティ対策会議の提言では、著作権侵害事案に対して、
（1）ISPからの確認（警告）メールによる注意喚起
（2）ISPによるアカウントの停止
（3）著作権者等から発信者への損害賠償請求
（4）警察による捜査および検挙

の4つの方法の組み合わせにより対応していくことが望ましいとされている。
本協議会では、これらの事項ののうち（1）～ （3）の実施に当たっての具体的問題および課題などについて情報を共有し、検討
を進める

ファイル共有ソフトを悪用した著作権侵害対策協議会 ＜構成員＞

会長 桑子 博行 （社）テレコムサービス協会 サ－ビス倫理委員会 委員長
会長代理 久保田 裕 （社）コンピューターソフトウェア著作権協会 専務理事・事務局長

（社）テレコムサービス協会 （社）コンピュータソフトウェア著作権協会
（社）電気通信事業者協会 （一社）日本音楽著作権協会
（社）日本インターネットプロバイダー協会 日本国際映画著作権協会
（社）日本ケーブルテレビ連盟 不正商品対策協議会
（社）日本映像ソフト協会 （一社）日本映画製作者連盟
（一社）日本レコード協会 ビジネスソフトウェアアライアンス

オブザーバー

技術部会 ガイドライン検討WG

主査 北川 高嗣

筑波大学大学院システム情報研究科教授 他
（ガイドラインの策定など）

警察庁
総務省
文化庁

協議会の目的

協議会の活動について

啓発スキーム運用ＷＧ

（CCIFの運用状況の検証や
効果的な活動の検討など）



第一章 ガイドラインの目的および範囲
１ ガイドラインの目的
２ ガイドラインの判断基準の位置付け
３ ガイドラインの対象
４ プロバイダ責任制限法ガイドラインとの関係
５ ガイドラインの見直し

第二章 権利者団体における対応手順
１ 侵害ファイルの入手
２ 著作権侵害の確認
３ ISPへの啓発文書送付の要請
４ その他対応における考慮事項

第三章 ISP における対応手順
１ 権利者団体からの提示情報の確認
２ 提示情報から発信者の特定について
３ ユーザーへの通知メールの作成・送信
４ ユーザーからの問合せ等への対応など
５ 通信の秘密との関係

第四章 権利者団体のガイドライン遵守の確認について
１ 遵守事項
２ 参加手続
３ 認定取消手続
４ 本スキームの運用に問題が発生した場合の取扱い
５ 本スキームにより入手した情報の取り扱い

13

Ｗinnyを悪用した著作権侵害対策スキームの概要

Winnyネットワークに権利者団体（もしくはその会員権利
者）が著作権等侵害であると確認したコンテンツを共有（公
開）しているWinnyユーザーに対し、権利者団体からISPへ
啓発メールの送付を要請。

著作権侵害ファイル情報の調査
権
利
者
団
体
に
よ
る
作
業

Ｉ
Ｓ
Ｐ
に
よ
る
作
業

著作権侵害ファイルのダウンロード

著作権侵害の確認

啓発メール送付要請

要請内容の確認

啓発メール送付

＜ 活動スキーム ＞

著作権等権利者団体とISP事業者団体等が連携し、
啓発メールを送付する活動を実施。

「ファイル共有ソフトを悪用した著作権侵害への
対応に関するガイドライン」の構成



14

ファイル共有ソフト悪用著作権侵害確認団体による取り組み

＜ＩＳＰからユーザーへの通知メールのサンプル＞
○○年○○月○○日

○○○○○○○○○社

著作権団体からの啓発文書の送付について（通知メール）

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
平素は、当サービスをご利用いただき、誠にありがとうございます。

さて、添付の著作権団体からの文書に記載のとおり、貴方の（若しくは貴方が管理権限を持つ）コンピュー
ターでWinnyを利用して、無断複製ファイルが公開されていることを示す情報を確認したとの通知を受けてお
ります。

ファイル共有ソフトを利用した著作権侵害行為は、過度に帯域を圧迫するなど通信障害の発生原因ともなり
得るものですので、万一、著作権侵害行為を行っている場合は、直ちに貴方のパソコンに蔵置されているファ
イルを削除していただきますようお願いします。

敬具

通知メールを送付した事実に関する問合せ先：
（ＩＳＰの連絡先）

通知メールの内容及び著作権等の権利侵害に関する問合せ先：
（別紙に記載の権利者団体の問合せ先）

（注） 当メールは、ファイル共有ソフトを悪用した著作権侵害への対応に関するガイドラインにもとづき送付しております
。

（協議会ホームページ http://www.ccif-j.jp）
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

（注）ＩＳＰからユーザーへの通知メールのサンプルであり、通常使用している通知メールでも問題ありません。

＜著作権侵害に関する啓発文書様式（例）＞
平成○○年○○月○○日

○○○○○○○○○○○○
ファイル共有ソフト（Winny）を利用されている皆様へ

～ファイル削除のお願い

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
さて、当協会が、○年○月○日に、ファイル共有ソフト（Winny）の利用実態を調査したところ、このたび、貴方の（若しくは

貴方が管理権限を持つ）コンピューターでWinnyを利用して、下記に記載する無断複製ファイルが公開されていることを示す情報
を確認いたしました。

著作権（著作隣接権）の対象となる映像、音楽、ゲームなどのファイルを、ファイル共有ソフトを利用して公衆に公開すること、
また、公開された著作物がネットワークを経由して送信されることは、著作権者が専有する公衆送信権（送信可能化権）の侵害に
該当します。（著作権第23条、第96上の2）

これらの著作権（著作隣接権）侵害行為は、民事上、相当の損害賠償責任を発生させることになるだけでなく、刑事処罰の対象
にもなります。また、平成22年1月1日より、違法なインターネット配信による音楽・映像を違法と知りながらダウンロードするこ
とは私的使用目的であっても侵害となっています。

当協会及び著作権者（著作隣接権）である当協会会員は、ファイル共有ソフトを悪用したこのような著作権（著作隣接権）侵害
行為を断じて見逃すことはできません。
つきましては、直ちに、貴方のパソコンに蔵置されている下記無断複製ファイルを削除してください。なお、本通知書で指摘した
ファイルの他に他社が著作権（著作隣接権）を持つファイルを公開されている場合には、同様の通知が送付される可能性がござい
ますことを申し添えます。

敬具

＜啓発文書送付依頼様式（例）＞

平成○○年○○月○○日

○○○○株式会社 御中

○○○○○○○○○○○○

著作権侵害者に対する啓発文書送付の要請

ファイル共有ソフトを悪用した著作権侵害対策協議会の参加団体である弊団体は、貴社の管理するIPアドレスから弊団体

（弊団体の会員）の著作物が無許諾で公衆送信（または送信可能化状態）にあったことを確認したため、｢ファイル共有ソフト
を悪用した著作権侵害への対応に関するガイドライン｣ に基づき、貴社に対し、下記の情報に該当するユーザーに対して啓発文
書の送付を要請致します。

侵害ファイル入手元IPアドレス △△△．△△△．△△△．△△△（◎◎◎◎◎）

侵害ファイル入手日時 （無許諾公衆送信確認日時） 20YY年MM月DD日HH時MM分SS秒

侵害ファイル名 ○○○○○○○○○○

侵害ファイルハッシュ ××××××××××××××××××××××××××××

問い合せ番号 ○○-0001
問い合せ先 社団法人○○○○ 侵害調査部

電話 03-****-¥¥¥¥ FAX 03-****-@@@@
Email piracy@*****.or.jp

侵害ファイル入手元IPアドレス △△△．△△△．△△△．△△△（◎◎◎◎◎）

侵害ファイル入手日時 （無許諾公衆送信確認日時） 20YY年MM月DD日HH時MM分SS秒
※時刻は24時制とする

侵害ファイル名 ○○○○○○○○○○
侵害ファイルハッシュ ××××××××××××××××××××××××××××

侵害ファイルの権利者名・権利内容 株式会社AAAAAAA ・ 著作権

侵害の確認方法（許諾の有無・確認日時、確認手法）
許諾なし
20yy年mm月dd日HH時MM分SS秒 技術的手段で真正品と比較して確認

侵害ファイルの権利者と依頼権利者団体の関係ならびに証明
社団法人○○○○の会員（会員リストは別添）

啓発文書に記載する内容
問い合せ番号 ○○-0001
問い合せ先 社団法人○○○○ 侵害調査部

電話 03-****-¥¥¥¥ FAX 03-****-@@@@
Email piracy@*****.or.jp

本スキームへの参加するファイル共有ソフト悪用著作権侵害確認団体

○ 本スキームにもとづく運用は、平成22年６月より開始

権利者団体名 権利保有状況 保有する権利の種類

日本国際映画著作権協会 団体加盟の会員が保有 映像

（一社）日本音楽著作権協会 団体が保有 音楽

（社）コンピュータソフト ウェア著
作権協会

団体加盟の会員が保有
音楽、映像、プログラム、
その他

（社）日本映像ソフト協会 団体加盟の会員が保有 映像

ビジネス ソフトウェア アライアンス 団体加盟の会員が保有 プログラム

（一社） 日本映画製作者連盟 団体加盟の会員が保有 映像

（一社） 日本レコード協会 団体加盟の会員が保有 レコード、映像
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CCIFにおける今後の運用の方向性

啓発メールの送付活動を通じて出された著作権関連団体とISPの要望を取り入れ、CCIFの活動を
より有意義なものにしていく

１．「啓発メール」の効果の最大化【著作権関連団体の要望】
違法情報保有者に届く「啓発メール」の効果の最大化を検討

２．啓発メールの効果を高める取り組みの強化【ＩＳＰの要望】
著作権団体等のホームページにおいてファイル共有ソフトを悪用した著作権侵害対策の
取り組みを告知

３．啓発メールの効果測定【両者の要望】
啓発メールの効果を測定し、今後の活動に反映

４．新たな試み【その他】
より効果的な取り組みを行うため、ガイドライン及びマニュアルに定めた対策に加え、
新たな取り組みを著作権団体とＩＳＰ双方が提案し、試行的に実施

関係者へのさらなる周知とともに、効果を高める方策を検討する。

基本的な考え

当面の取組み課題
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まとめ

○インターネット上の権利侵害に関するプロバイダ責任制限法関係ガイドラインによる取り組みについては、概ね
機能していると考えている。

○名誉毀損・プライバシー侵害に関しては、過去の判例をふまえた判断基準が示されているが、近年の判例も考慮
の上で見直しを検討することが必要と考えられる。

○重大な人権侵害事案に関しては、法務省人権擁護機関とも連携の上で送信防止措置を図るスキームも確立されて
おり、一定の成果が認められる。

○著作権侵害および商標権侵害に関しては、ガイドラインに規定されている信頼性確認団体による送信防止措置が
比較的スムーズに実施されている。

○発信者情報開示において、プロバイダ等における判断が比較的長時間を要している一因として、開示してよいか
どうかの判断が難しい事例も多く、プロバイダにとっても大きな負担となっているのが現状である。

○上記の現状から、権利者団体等からは、発信者情報開示に要する標準的な期間をガイドラインに盛り込むべきで
あるとの意見も見られる。

○インターネット上の権利侵害に関しては、さまざまな権利侵害や新たな形態が現れている状況の中で、プロバイダ
責任制限法のカバーしている範囲は幅広いものがあり、現状として第３条はかなり機能していると考えている。

○また、Ｐ２Ｐによる著作権侵害に関しては、別途、権利者団体・ＩＳＰ関連団体から構成されるファイル共有ソフ
トを悪用した著作権侵害対策協議会（ＣＣＩＦ）で推進している取り組みが動き出している

○上記ＣＣＩＦの取り組みは世界的にも数少ないものであり、日本の取り組みの成果が期待されており、権利者とＩ
ＳＰが連携して、柔軟に効果的な対策を推進することが実効性を高めるものと考える。

○今後とも権利者団体を含めた関係者との連携を通じて、権利侵害の実情をふまえて、ガイドラインによる自主的な
取り組みを、柔軟に推進する必要がある。


	プロバイダ責任制限法に関する取り組み状況など
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17

